北広島市社会福祉協議会児童・生徒のボランティア活動普及事業助成要綱

（目的）

第1条　この要綱は、児童・生徒を対象として福祉教育・学習の機会を提供し、体験・交流活動等を推進する小・中学校及び高等学校（以下、「協力校」という。）へ活動費の助成を行うことにより、家庭や地域社会へのボランティアについての啓発を図ることを目的とする。

（助成対象協力校）

第2条　ボランティア活動普及事業に協力する協力校は、事業実施に伴う承諾書（別記第1号様式）を北広島市社会福祉協議会（以下、「社協」という。）会長に提出するものとする。

（協力校の指定期間）

第3条　協力校の指定期間は3年間とし、3年ごとに承諾書を社協会長に提出するものとする。

（協力校の活動）

第4条　協力校における活動は、それぞれの協力校が地域の実情に合わせて独自の工夫と計画に基づき、概ね下記に掲げるような社会福祉に関する活動を実施する。

⑴　福祉講演会の開催や学校新聞を利用した広報・啓発活動

⑵　社会福祉施設等への訪問による、入所者との交流や介護等の体験活動

⑶　体育祭、文化祭等の学校行事への高齢者、障害児（者）等の招待活動

⑷　近隣地域においての各種ボランティア活動

⑸　社会福祉関係行事等への参加

⑹　その他目的を達成するために必要と思われる活動

（協力校の活動に対する援助活動）

第5条　前条の活動を支援するため、社協は次の援助事業を行う。

⑴　協力校に対する資料の作成、情報の提供

⑵　福祉の学習懇談会（福祉教育懇談会）の開催

⑶　児童・生徒のボランティア活動の開拓と受入れを促進し、それらに必要な連絡調整

⑷　総合的な学習の時間に関わる福祉機器等の貸出しと学習プログラム作成支援

⑸　児童・生徒の地域福祉活動に対する市民への周知

⑹　その他目的を達成するために必要と思われる事業

（助成金の額等）

第6条　助成金額は、1校につき40,000円を上限に予算の範囲内で助成するものとする。
（助成金の対象経費）
第7条　助成対象となる経費は、児童・生徒のボランティア活動普及事業を実施するために必要な次に掲げる経費とする。
⑴　諸謝金
⑵　旅費
⑶　消耗品費
⑷　器具什器費
⑸　印刷製本費
⑹　通信運搬費
⑺　会議費（会食に要する経費を除く。）
⑻　手数料
⑼　保険料
⑽　賃借料
⑾　その他社協会長が必要と認める経費

（申請の手続き）

第8条　助成金を受けようとする協力校は、次に掲げる書類を社協会長に提出するものとする。

⑴　交付申請書（別記第2号様式）

⑵　事業計画書（別記第3号様式）

⑶　月別活動状況予定表（別記第4号様式）

⑷　事業予算書（別記第5号様式）
（助成金の決定及び通知）

第9条　社協会長は、前条の規定により申請があったときは、その内容を審査し交付決定書（別記第6号様式）により助成の可否を決定する。

（事業完了報告及び精算）

第10条　協力校は事業終了後に、次に掲げる書類を社協会長に提出するものとする。

⑴　報告書（別記第7号様式）

⑵　精算報告書（別記第8号様式）
⑶　その他活動状況がわかる写真、資料等と証憑書類
2　助成金を精算し、不用額が生じる場合は、当該不用額を返還しなければならない。
（協力校の活動に関する留意事項）

第11条　協力校は、次に掲げる事項に留意し、児童・生徒の実態に合わせた活動に取り組むこととする。

⑴　協力校の活動については、個別的な活動プログラム、活動計画を作成し、多様な活動メニューを取り入れるよう配慮すること。

⑵　児童・生徒に対し社会福祉施設等の訪問等、特定なメニューに片寄らない、多様な活動ができるよう、十分配慮すること。

⑶　協力校の活動の実施にあたっては、教職員や保護者等も参加しやすいよう、実施時期に留意すること。

⑷　児童・生徒に対し、あらかじめ活動上の留意点を周知するとともに、活動終了後に反省会などを開催すること。

⑸　児童・生徒が地域福祉活動に取り組む場合は、事前に社協へ日時等の連絡をすること。その場合、社協は新聞・広報等を利用して広く市民へ周知する。

⑹　ボランティア活動に安心して取り組めるよう保険制度の加入についても配慮すること。なお、高等学校の部活動等において学校管理下外でボランティア活動を行う場合については、社協の負担により加入することができる。

（その他）

第12条　社会福祉法人北海道社会福祉協議会による「学童・生徒のボランティア活動普及事業」の指定を受けた協力校については、その期間中は当社協からの助成は行わないこととするが、協力校の指定については継続するものとする。

2　その他、この要綱に定めるものの他必要な事項は、社協会長が別に定める。

附　則

1　この要綱は平成１５年１２月８日から施行する。
2　この要綱は令和３年２月１２日から施行する。

別記第1号様式
児童・生徒のボランティア活動普及事業
協力校承諾書

北広島市社会福祉協議会の「児童・生徒のボランティア活動普及事業」
協力校としての指定を承諾します。
（指定期間　　　　年４月からの３年間）
　　　年　　　月　　　日
北広島市社会福祉協議会　会長　様
住　　　所
学　校　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
別記第2号様式
児童・生徒のボランティア活動普及事業

助成金交付申請書

　　年　　月　　日
北広島市社会福祉協議会　会　長　様
学校名
校長名　　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者名
児童・生徒のボランティア活動普及事業協力校として助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１．助成申請額　　　　　　　　　　　　　　　円
	金融機関名
	銀行
	支店名
	支店

	フリガナ
	

	口座名義
	

	預金科目
	普　通　・　当　座
	口座番号
	


別記第3号様式
児童・生徒のボランティア活動普及事業

事業計画書

　　年　　月　　日
	学校名
	

	学校長名
	
	担当者名
	

	児童生徒数
	
	教職員数
	


１．協力校としての目標
２．目標達成のための取り組み方
別記第4号様式
児童・生徒のボランティア活動普及事業

月別活動状況予定表

	月
	活　　動　　名
	活動とねらい

	4月
	
	

	5月
	
	

	6月
	
	

	7月
	
	

	8月
	
	

	9月
	
	

	10月
	
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	1月
	
	

	2月
	
	

	3月
	
	

	その他
	
	


別記第5号様式
児童・生徒のボランティア活動普及事業

事業予算書
年　　月　　日

学校名
担当者
〔収入〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	科　　目
	金　　額
	備　　考

	助成金
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


〔支出〕
	科　　目
	金　　額
	摘　　要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


別記第6号様式

北広社協第　　　 号

　　　　年 　月 　日
児童・生徒のボランティア活動普及事業

助成金交付決定書

　　　　　　　　　　　　　様

北広島市社会福祉協議会

会　長　

先に申請のありました標記の件につきまして、下記のとおり助成金を交付することに決定いたしましたので通知します。

記

１．事業名：児童・生徒のボランティア活動普及事業

２．助成金額：

３．交付時期：

４．報告書の提出：事業が終了しましたら、「実績報告書」「経費精算報告書」の提出をお願いいたします。事業の取り組み内容を紹介した資料や活動中の写真等がございましたら、あわせてご提出願います。

５．お問合せ・連絡先：
別記第7号様式
児童・生徒のボランティア活動普及事業

事業報告書

　　年　　月　　日
	学校名
	

	学校長名
	
	担当者名
	

	児童数
	
	教職員数
	


	活　動　名
	活動回数
	活動中心者（クラブ・学年・児童・生徒会など）
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※記入箇所が足りない場合は、お手数ですが付け加えてご記入ください。
別記第8号様式
児童・生徒のボランティア活動普及事業

助成金経費精算報告書

	科　　目
	金　　額
	事　業　内　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


北広島市社会福祉協議会　会　長　様
学校名
校長名　　　　　　　　　　　　　　印
